
ｃ．退職給付債務に関する事項（特定地域整備等勘定及び水源林勘定） （単位：円）

区 分 当 期 末
（平成23年３月31日現在）

退職給付債務 Ì 5¶026¶667¶042

未認識数理計算上の差異 Í 305¶919¶067

未認識過去勤務債務 Î 0

貸借対照表計上額純額 Ï＝Ì－Í－Î 4¶720¶747¶975

政府交付金の財源措置があるため引当てな Ð
かった額（�）

� 20¶403¶271

退職給付引当金 Ï＋Ð 4¶700¶344¶704

ｄ．退職給付費用に関する事項（特定地域整備等勘定及び水源林勘定） （単位：円）

区 分
当 期

e自平成22年４月１日g
f至平成23年３月31日h

勤務費用 234¶610¶515

利息費用 74¶509¶137

過去勤務債務の費用処理額 0

数理計算上の差異の費用処理額 6¶897¶521

政府交付金の財源措置があるため引当金を繰入れなかった額
（�）

� 7¶551¶842

退職給付費用 308¶465¶331

] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

{現金及び預金 16¶711¶155¶279 16¶711¶155¶279 0

|林道割賦売掛金 32¶425¶574¶878 34¶761¶249¶107 2¶335¶674¶229

}農用地整備割賦売掛金 68¶594¶631¶562 73¶046¶101¶940 4¶451¶470¶378

~短期借入金 (27¶251¶689¶630) (33¶379¶233¶396) � 6¶127¶543¶766

�森林総合研究所債券 (43¶400¶000¶000) (45¶135¶420¶000) � 1¶735¶420¶000

�長期借入金 (232¶124¶022¶687) (245¶908¶267¶840) � 13¶784¶245¶153

~ 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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ｅ．退職給付債務等の計算に関する事項

{割引率 1•40％

|退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

}数理計算上の差異の処理年数 12年

（平均残存勤務期間内の12年間をもって、発生翌年度以降定額法により費用処理を行っており

ます。）

（損益計算書関係）

\ ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、�173¶177円であり、当該影響額を除いた

当期総利益は1¶438¶334¶037円であります。

] 臨時損失における固定資産売却損37¶277¶136円（建物１円、土地30¶200¶000円、水源林7¶077¶135

円）については、東京都杉並区にある職員宿舎（建物）及び宿舎用地（土地）を売却したことと

水源林の主伐販売（５件）により発生したものであります。

また、臨時利益における固定資産売却益2¶421¶067円については、水源林の主伐販売（１件）に

より発生したものであります。

（キャッシュ・フロー計算書関係）
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金及び預金勘定 16¶711¶155¶279円
うち定期預金等 6¶000¶000¶000円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

（差引）資金期末残高 10¶711¶155¶279円
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（行政サービス実施コスト計算書関係）
\ 行政サービス実施コスト計算書における機会費用
{国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の算定方法
近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。

|政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成23年３月末利回りを参考に1•255％で計算しております。

}政府からの無利子による融資取引の機会費用の計算に使用した利率
財政融資資金借入金の平成22年度借入金の平均利率を参考に1•21％で計算しております。

] 引当外退職給付増加見積額のうち、101¶074¶939円については、国及び地方公共団体からの出向
職員に係るものであります。

（金融商品の時価等の開示）
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用は短期に限定しております。
割賦売掛金については、独立行政法人森林総合研究所法附則第７条及び第12条に従って管理し
ております。なお、主な相手先は地方自治体及び受益者組合であり、過去に貸倒れた実績がない
ため、信用リスクは僅少であると考えております。
借入金及び森林総合研究所債券（以下「借入金等」という。）は、独立行政法人森林総合研究所
法附則第17条の償還計画に基づき管理しております。
借入金等の使途は事業投資資金（長期固定）であり、将来の金利動向によっては高い金利で借
り換えざるを得ないという金利の変動リスクに晒されています。
当該リスクに対して、特定地域等整備経理においては、利益剰余金から積立てられた目的積立
金（金利変動準備積立金）の取崩しにより対応することによって、当期総損益ベースで収支均衡
を図ることとしております。また、林道経理については、平成20年度以降「幹線林道事業移行円
滑化対策交付金」により事業資金がまかなわれることとなったため、金利リスクからは解放され
ています。
なお、水源林勘定においては、借入金の発生利息の一部は国庫補助金等により補てんされてお
ります。
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